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中国における産業発展と体制移行――天津・自転車産業の事例――
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会知性開発研究センター研究員　駒形哲哉

はじめに

　2004年8月29日（日）～9月4日（土）の間、黒瀬直宏教授、大西勝明教授、李ユンボ教授、大橋英夫教授、雷新軍研究員と駒形は、南開大学経済学院の協力の下、天津の自転車産業に関する調査を行なった
。

　OR第1グループでは、中国の地域経済と中小企業発展との関わりについて、①体制移行型（国公有制企業改革中心型）、②外資主導型、③民間企業発展型（生来の民営企業牽引型）という類型を措定し、いくつかの調査対象希望地を抽出した。そしてプロジェクト第1グループの中国調査に関しては第1歩となる今回の調査では、①②の特徴を共にもつ地域の調査を企画した。すなわち、体制移行に際し、国有の「遺産」が地場民間企業や地域経済の発展に対してもつ意味、さらには外資の進出がそうした地場民間企業群や地域経済に与えるインパクトについて、現地調査を通じて考察することを目指した。
　2003年11月に報告者（駒形）は、別の機会で今回の研究にあたって多大なご協力をいただいた南開大学経済学院の周立群院長、謝思全教授を含む産業集積研究者と意見交換を行なう機会を得、その際、謝教授から同教授のグループが行なった天津の自転車産業集積調査に関する論考をご提供いただいた。われわれはその論考を精読した結果、天津において上記の課題を検討するには自転車産業が最適であると判断し、今回、謝教授をはじめ、南開大学経済学院の周院長、谷雲副教授の全面的協力を得て、同産業に関する現地調査を行なった次第である。南開大学経済学院の周立群院長、謝思全教授、谷雲副教授には調査に際し多大なお力添えを賜り、また貴重な意見交換の機会をつくっていただいた。ここに衷心より御礼申し上げたい
。
　以下では、天津の自転車産業について、調査結果ならびに収集資料から報告することとしたい（なお、本稿は未定稿として取り扱われたい）
。

１．天津における自転車産業の形成と発展

天津の自転車産業は、完成車メーカーとしては、1936年に元軍人の日本人が設立した「昌和工廠」を起源とする。それまで中国で走る完成車は全て輸入品だった。この工場は日本の中古設備を導入し、フレーム、リム、前輪フォーク、クランク軸、タイヤ、泥除けなどを内製し、他のパーツを日本から輸入していた。この工場が日本の敗戦、国民党による接収を経て、飛鴿の前身である「天津自転車廠」へと繋がっていく
。

完成車メーカーの起源が「昌和工廠」にあるにせよ、地場部品メーカーが皆無であったわけではない。完成車メーカー設立に先行する1929年に、「長城」なる地場工場がクランク軸、チェーン等のコピー生産を行なっていた（輸入車の補修用であろう）。この工場の所在地は不明だが、清代から鍛造技術は北方にあり、天津の三条石（洋務運動の発祥の地）には機械製造局があったという
。冶金、鋼鉄、機械の在来技術は天津に存在した。そして、日本の敗戦から新中国成立までの間、まさにこの三条石一帯に、自転車の補修用部品を生産する作業場が数十軒形成されたのである
。

昌和工廠は戦争の激化で破壊され、日本の敗退以後、国民党経済部が接収して生産を再開させたが、新中国成立以後の自転車産業は、これを天津市軍事管制委員会がさらに接収して始まったものである。これが「天津自転車廠」（飛鴿自転車）となった。そしてこの国有企業において、外国自転車を分解して研究することを皮きりに国産自転車の開発・技術向上と増産が図られていった
。自転車生産が軌道にのった1950年代後半になると、民営の自転車部品メーカーが300をこえるまでになった。乱立した零細部品メーカーは56年に合併により36に集約され、それらを統括する「天津市車倶工業公司」が設立されるとともに、「天津自転車廠」とは別に完成車の生産が始まり、62年にはその完成車メーカーとして「天津第二自転車廠」が設立された。63年には天津自転車廠が「天津市車倶工業公司」の傘下に入り、自転車産業は一つの組織に統合された。1965年までに部品メーカーはさらに集約され、1965年には「天津市車倶工業公司」は「自転車工業公司」と改められて、市の第一軽工業局に隷属することとなった。60年代後半にはチェーン、フリーホイール、サドル、鋼材などの専門工場も設立され、１公司内に2つの完成車メーカーと十数社のパーツ・部品メーカーを擁する内製体系が完成した
。
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改革開放以後も幾度かの企業再編を経て、天津の自転車産業は「飛鴿自転車部品総廠」、「天津自転車廠」と「天津自転車二廠」の3社体制となっていたが、1988年に「飛鴿自転車部品総廠」が解消され、「飛鴿自転車集団公司」の指導下に、「天津自転車廠」と「天津自転車二廠」、各種部品メーカー、その他販売・輸出入企業等が属する「天津自転車集団」（以下旧「飛鴿」）一社体制になった。同年、天津の自転車生産量は全国最多の667.7万台に達し（図１）、全国市場と50余の国・地域に製品は販売された。天津は80年代まで上海と並ぶ二大産地であり、天津の「飛鴿」といえば上海の「鳳凰」「永久」と並ぶ三大ブランドであった。

２．国有1社（集団）体制の凋落

しかし、1988年をピークに天津の自転車生産量は下降を始める。1989年、623万台、1990年537万台、1991年474万台と下降線を辿り、1993年には353万台へと落込んだ（図１）。この落込みはなぜ起こったのであろうか。1992年以降、飛鴿の傘下にない民営（私営）企業が参入してくるが、90年代末まで88年のピークを回復することはなかった。90年代以降の天津自転車生産の変動は、90年代を通じての「飛鴿」自転車集団の生産減少（図２）、民間企業の参入、そしてこの間の市況の変化という複合的要因によるものと考えられる。
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興味深いのは、旧「飛鴿」が、売り手市場から買い手市場に転じた90年代半ばを境に衰退したのではなく、売り手市場の状況にあった時期にすでに衰退を始めていたことである。
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国内生産量と輸出量から便宜的に国内供給量を算出すると、1987－88年から90年代初頭にかけて急減している。これは国内供給を主とする旧「飛鴿」の経営に大きな打撃となったと考えられる。90年代以降、輸出の急増により中国の自転車生産は大きく伸びていくが、90年代前半は国際市場が全般に拡大し、そのなかで中国の完成車輸出シェアが緩やかに高まっていった時期であった
。こうした時期に中国では台湾・香港資本の進出により輸出主体の産地（深圳）が形成された。

国内市場が80年代より縮小したにせよ、90年代前半には、中国全体の生産量が伸びただけでなく、国内市場は若干回復し、3000万台以上を維持した。にもかかわらず、天津（とくに旧「飛鴿」）の生産量は急下降線を辿っている。
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３．市場構造の変化

計画経済から現在に至る市場状況は次のように説明できるだろう。

計画経済期（図５）には、いわゆる「不足の経済」であり、供給価格が決められていた（計画価格p*の水準ではS‘-S’とD-Dとの交点A’となる供給量が必要だが、実際の供給量はS-SとP*の点線との交点A）。計画経済の下では市場価格が供給を変化させるというメカニズムはないから、供給曲線は垂直の形状となる。工場はフル操業でも供給不足を解消できないので、次期には生産拡張投資の申請を国に行ない、それが認められれば供給曲線は計画価格p*の水準での需要を満たせるS‘-S’までシフトできるかもしれない。しかし、乏しい資源を重工業・軍事関連建設に集中する計画経済下では民生部門への資源配分は必ずしも十分なされない。このためS‘-S’とD-Dとの交点となる供給量が実現できないか、あるいは消費水準が高まって需要曲線がD‘-D’にシフトしてしまい、計画価格p*の水準では供給曲線をS‘-S’にシフトさせるだけでは、なお不足が解消されないことになる。これは当時の中国の自転車産業全体にも、そして「飛鴿」にも適用可能な説明である。
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計画から市場への移行期に入ると（図６）、中国の自転車産業には大きな変化が起こった。中国の移行期は、消費水準の拡大をともない、自転車需要はD-DからD‘-D’へとシフトした。価格改革により販売価格が需給関係で変動するようになり、市場の拡大をチャンスとみた企業の参入が始まった（供給曲線も右シフト）。

しかし、90年代半ばには国際市況が停滞、90年代後半には国内市場が極度の停滞に陥り、企業間の生存競争は激化したと考えられる。

他方、市場の構造にも大きな変化が発生していた。

上記の移行期における需給曲線は自転車を単一の製品とみなした、きわめて単純化されたものであった。しかし、90年代以降、あるいは80年代からすでに、需要の多様化と市場の階層化が始まっていたと考えられる。消費水準の向上とある程度の自転車の普及が、より品質やデザインに優れた高級な自転車に対する需要を創り出したと同時に、もう一方では、価格面で飛鴿にも手が出なかった低価格車需要層、あるいは特殊な用途の自転車需要層が広範に存在していた（図７）。いずれも飛鴿自転車よりも、品質・デザイン／価格の相対評価＝お値打ち感で優れるさまざまな価格層の自転車需要が形成されていたのである。
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なお需要総量としては拡大基調にあったけれども、その需要が単一製品へのそれから、多様な製品を求める階層的なそれへと構造変化し、飛鴿の既存製品のみについていえば市場そのものが消失しかけていた－－このような市場構造の変化に旧飛鴿は対応できなかったのである。言いかえれば、飛鴿自転車は値打ち感で劣る商品になっていたのである。他方、低価格帯の需要に応え、急速に発展したのが後に述べる王慶坨の企業群であった。

90年代以降、中国の非国有企業群による自転車産地はまず深圳、そして上海圏（江蘇・浙江）に形成されるが、旧飛鴿にとっての競争圧力は、当初、改革開放が先行した南方地域からもたらされた。飛鴿は少品種大量生産の生産体制を取り続けただけでなく、投資、人事をはじめとする決定権が政府部門に握られていたことから、市場の変化に対応できず（しようともせず）、90年代後半の市況の停滞で窮地に追い込まれることになった（図２）。
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天津の自転車産業は飛鴿の不振により、90年代前半から下降線を辿ったが、90年代には国有旧「飛鴿」の凋落の一方で非国有企業群の参入が相次ぎ、天津市自転車業種協会の統計では90年代末以降、企業数、生産量ともに急増し、再び主要産地の地位を回復している（1999年から2000年の爆発的生産増については統計上の問題も含めて後述する）。

では、なぜ、どのような過程を経て天津の自転車産業は再興し、再編がはかられたのだろうか？

４．天津自転車産業の再編と再興

（１）参入規制の緩和

自転車産業への参入には、生産許可証の取得が必要であった。正式な生産許可証の発給権は国家軽工業局にあったが、地方レベルの軽工業局に臨時生産許可証発給の権限が与えられていた。天津市の軽工業局は国有メーカー旧である「飛鴿」の主管部門であり、臨時生産許可証の発給は、利害関係をもつ旧「飛鴿」の競合相手を自ら作り出すことになることから、天津において自転車産業はほぼ旧「飛鴿」に独占されてきた。

しかし、1990年に旧「飛鴿」の主管部門が軽工業局から経済委員会に移ると、軽工業局は旧「飛鴿」の保護の必要性がなくなり、臨時生産許可証の発行を始めた。これはまず集団所有制企業群に対して行なわれたものと思われる。1993年から94年に旧「飛鴿」の傘下企業数が急増しているのは、このような背景によるものと考えられる
。90年代前半において天津市政府はなお飛鴿グループの規模拡大で困難に対応しようとした。しかし、旧「飛鴿」は1992年から赤字を出し続け、90年代後半の国内市場の縮小のなかでの競争に対応できなかった。

市政府は90年代前半から自転車産業への技術改造投資を減らし、90年代後半からは同産業への投資を止めた。財政収入をもたらさなくなり、逆に出費のかさむ自転車産業の直接経営から市政府は撤退を始めたのである。90年代半ばから99年の旧「飛鴿」の再編まで技術者やその他の人的資源が自らあるいはリストラにより大量に旧「飛鴿」の外に供給されるようになった。

2000年には生産許可証の発行主体は国家質量監督試験検疫局に移り、参入と個別役所の権益とが分離された。

（２）新規参入

旧「飛鴿」は自らの市場を失っていったが、これは自転車産業の市場そのものが消失したことを意味しない。たしかに90年代後半に市況の悪化を経験し、国内市場の総量は縮小したかもしれないが、先の図に示したような階層化した市場の各階層部分――低価格品、高品質品などにいち早く参入した民間企業群は、それぞれの市場を占拠することに成功したのである。国有の「飛鴿」は市場の多様化と高度化、そして変化のスピードに対応できなかったのである。

天津の民間自転車メーカーの参入は1992年開業の「富士達」を皮きりに、とくに90年代後半、さらに90年代末以降急増した。かくして天津の自転車産業は「飛鴿」（「紅旗」の生産を含む天津自転車集団）1社（1グループ）667万台生産体制から、完成車メーカー477社、部品メーカー446社、完成車メーカー1社平均年間生産台数僅か5万台（2003年）という構造に変化した。

（３）民間企業参入の技術的条件－モノ作りの技術・技能的担い手

　天津市の自転車産業への民間企業の参入は、制度的には臨時生産許可証の発給によって可能になったが、それではモノづくりの担い手（技能者）はどこにいたのだろうか？

　天津では長年にわたって国有の「飛鴿」（天津自転車集団）が自転車を生産してきた。このためそこで生産に従事した技能者が形成されていた。大量の定年退職者もいたし、また、90年代のリストラにより数千の労働者が市中に排出された。彼らが民間自転車メーカー群の技能労働者になったり、自ら起業したりしたのである。現在の天津の民間自転車メーカーの経営者・幹部の80％は「飛鴿」の元従業員であったといわれている
。

また、旧「飛鴿」は1993年に大量の非国有企業を集団に取り込んだが、これにより部品加工や組み立ての技術・技能が国有企業から非国有企業に伝播し、後の私営企業の興隆に寄与した可能性もあるのではないだろうか。

　重要なことは、民間部門における産業発展の技術・技能的源泉が計画経済期以来の国有企業にあったということであり、「飛鴿」が民間企業群の形成・発展の技術的原始的蓄積機能をもったということである。さらに、「飛鴿」という一つの企業を源泉としていることが、自ずから部品の規格化の機能を果たし、民間メーカー間分業が円滑に進展したということである。加えて、出自を同じくする企業家間では一種の信頼関係が醸成され、企業間分業が円滑に進展したといわれている。

５．王慶坨鎮における産業集積

　天津には北辰、東麗、西青、武清を中心に多くの自転車産業集積が形成されている。このうち武清の王慶坨鎮の自転車産業の急速な発展は、「王慶坨現象」と呼ばれ、関係者の大きな関心を集めた。

（１）王慶坨鎮における産業の形成

　王慶坨鎮の自転車産業は、供銷合作社に勤務していた何人かの労働者が、輸送サービスに従事する農民の需要を満たすために、1994年に自転車作業場を設立し、部品を天津市内から仕入れ、特殊用途の自転車（フレームを強化した荷台付自転車）に組みたてたことに始まる
。1994年には計11社の私人によるメーカーが立ちあがったとされる
。王慶坨の自転車メーカー経営者は、当初、元飛鴿の人と他のビジネスをやっていた人から構成されたが、現在は民営企業からの独立、他産業からの参入、外地からの投資という3 つから成る。
　同鎮では、古くから上記の手工業が個人経営で行なわれてきた。1956年に農業集団化が始まると個人経営は姿を消していたが、1978年以降、とくに83年の農業請負制導入以後、個人経営が復活、発展した。まず請負制導入に先立つ1979年に子供服の生産が突然起こり、たちまち鎮全体に広がって1988年に最盛期を迎えた。200余りの農家がこの経営に従事して、従業員は3000人余りに達した。販売先は東北、西南、西北と華中の省市にわたった。ところが1989年に市場環境が変化し、課税が厳しくなると子供服の生産は急速に衰退し、大部分が生産をやめたり、生産を転換したりした
。

　1994年になると、上記のように個人経営から自転車の組み立てが始まり、1995年には30社余り、従業員総数2000人余りに急拡大した。子供服の生産に従事していた者のうち、自転車産業へ転換した者がいるか否か、いるとすればどれだけいるのかは不明である。ただし、子供服の事例は、同鎮において、ある事業に誰かが成功すると追随して地域産業が形成される基盤があることを示すものとして興味深い。

（２）王慶坨鎮における自転車産業の現状

Xie,Huang,Wu,Wang & Kaiと謝（2004）によれば、王慶坨鎮における自転車産業は、1995年段階で小工場数20以上、生産量120万台から、2001年には完成車工場95、部品工場145を擁し、全天津の40％、全国の10％近くに達し、総資産は2500万㌦、売上げ1億㌦、利潤875万㌦、輸出額は180万㌦に達した。2003年には完成車工場は108、部品工場は160に増えている。生産量は700万台で天津市全体の1／3、全国生産量の1/10近くに達する
。

現在では、同鎮の約80％の住民が自転車および関連産業に、残りはサービス産業に従事し、播種農業には従事していないという
。自転車産業が興った1994年段階では、労働人口16906人中、非農林水産業従業者比率は46.7％（9010人）であったから、1990年代後半以降の地域経済の発展に対する自転車産業の影響は非常に大きかったといえる。実際、2001年の鎮の税収の半分は自転車産業によるとされる
。

Xie、Huang、Wu、Wang&Kaiによれば、同鎮における自転車産業の急速な発展の鍵は、産業集積にあり、近接した空間にある小企業群が、競争と協力関係にあることだという。

集積を構成する企業群は相互に独立した経済実体で、個々の企業は家族経営のため単純な組織構造をとっており、企業間関係は、通常、親類血縁関係やその他人的関係によって結合されたものであり、コミュニティの規範や人間関係が、取引の信頼関係につながり、競争と協調の維持に機能して、機会主義を低減させているのだという
。また、多くの部品メーカーは組みたて工場の相対的に固定したサプライヤーになっているという。具体的に親類血縁者の間でどのように分業を決定しているのかという点については調査では聞くことができなかった。

自転車生産関連の部品、調整、原料、卸売、小売企業が鎮内に形成されているというが
、リムとフリーホイールは鎮内では調達できない。天津でフリーホイールを供給できる地場メーカーは旧「飛鴿」傘下にあった企業1社のみである。
（４）王慶坨鎮自転車産業発展の市場環境と技術的源泉

低価格帯の市場が潜在的に存在していたにもかかわらず、国有企業の生産コストは高く、またそうした市場を開拓する視点にも欠けていた。旧「飛鴿」は、中高級自転車購買層がすでに自転車を保有し、より優れたデザインや高機能の機種でなければ同層には販売不可能な段階に入っても、なお旧態依然としたモデルを生産して在庫の山を築いていたことになる。

王慶坨鎮の自転車産業の急速な発展は、そうした潜在的な低価格帯市場を顕在化させ、自らのものとした点にまず求められる。王慶坨鎮の自転車は信じがたいほどの超低価格で全国の低級市場を占拠したという。しかし、同時にある私営完成車メーカーの経営者が「1995年の創業時には、…もっとも安い部品を選んだが、検査設備もなく、品質は知れたものだった」語っているように
、当初は王慶坨鎮の自転車は「安かろう悪かろう」という製品であり、1998年までに全国で価格競争が激しくなると、王慶坨鎮の自転車は「三月車」「半年車」とよばれ（おそらくコピー製品もあったのであろう）偽物劣悪品の代名詞となってしまっただけでなく、天津の自転車産業全体のイメージダウンをもたらしたという。こうしたことに対応して、鎮では管理センターと業種協会を設立し、参入規制（許可）や品質認証を行ない、過剰参入と悪性競争を制限することになった
。同鎮の自転車は、低品質だけでなく高品質の自転車も作っているというが、主体は低所得者層向けである
。

（５）取り引き形態

完成車メーカーには受注生産にあたって前金が入るため、融資を必要とせず、完成車メーカーから部品メーカーには前金は払われないが、部品メーカーも短期間で生産し資金が回転するので、現金決済でもすぐに資金が回収でき、一定の蓄積も形成されているという。

数日で受注から納品までが完結する、即応可能な企業間関係が王慶坨鎮において形成されている（3日で資金が１回転するという）。市場の変化に迅速に対応することで、域内の生産の連関が維持されているが、ひとたび市況が悪化し、支払いの遅延がおこると、短期間で連鎖的に倒産が発生する恐れもある。

（６）生産管理方式

王慶坨の賃金形態は、聞き取り数が少ないものの、おおむね出来高払いで行なわれているとみられる。旧「飛鴿」においても出来高制がとられていたように、質よりも量的拡大を追求するには、出来高払い賃金制が適合している。天津の自転車産業は近年急速な量的拡大を遂げているが、天津のトップメーカー富士達、No.2の新「飛鴿」、日本人副総経理を擁する「泰美車業」においても出来高賃金が採用されていた。ただし、これらの上位メーカーが、品質を加味した出来高制の採用（富士達、飛鴿）、ワーカーの徹底した教育・訓練（泰美）によって、品質を確保しているのに対し、王慶坨の企業群はなお量を一義的に追求する体制にあるように見うけられた。

６．「飛鴿」の再生

　旧「飛鴿」は、市場対応能力の低さと市況の悪化により、ついに一時生産停止に追い込まれたという。1999年、旧「飛鴿」（天津自転車集団）と経済委員会傘下の「華澤集団」、西青区の郷鎮企業「騰達総公司」の出資により、新「飛鴿」を設立した。従前のワーカー、負債ならびに種々の負担を旧「飛鴿」に残し、新「飛鴿」へ経営資源と技術開発・管理者ならびに一部設備を移し、ワーカーは全て外地からの出稼ぎ労働力を導入してコスト競争力を高めた。新「飛鴿」は旧「飛鴿」に「飛鴿」のブランド使用料を支払って完成車の生産を行なうが、内製はフレーム、フォーク、塗装だけでその他の部品は外注するという、分業を前提とした企業に生まれ変わった。経営の自由度とコスト競争力を増し、債務負担を免れた新生「飛鴿」は、従前の技術的資源を生かして再び生産を拡大し、天津第2の完成車メーカーになっている。

７．2000年の生産量急増について

　謝思全教授の論考においても、また今回の訪問調査でも説得的な回答が得られなかったのが、1999年から2000年にかけての生産量の爆発的急増である。

　協会から提供された数字は、1999年から「統計年鑑」のそれと乖離し始める。協会自身、統計の不完全性を認めてはいるが、99年から2000年にかけて激増は以下のように考えられる。

　まず、完成車メーカー数が、99年から2000年にかけて91から340へと3倍以上に増加している。これにともない生産量が拡大していると読むこともできる（完成車メーカー1社あたりの年産台数は3.4万台から3.8万台へ増加。平均生産規模の拡大は2003年まで続く）

　次に、深圳国際自行車網（www.shenzhencycle.com）によれば、国家統計局の統計基準の変更に伴い、1998年以降の自転車生産量の統計では、いわゆる「限度額以上」（国有企業＋年商500万元以上の非国有企業）しかカバーされていない。これに従えば、90年代末以降大量に参入してきた天津の完成車メーカーは、その多くが年商500万元未満の非国有企業群ということになる。

　『2004CHINA BICYCLE YEARBOOK』（Cycle Press刊）に記載されている天津の完成車メーカー群から、2002年の生産実績がわかっているものをカウントすると、上位20社で900万台をこえ、天津の全生産量の半分近くが上位20社によって生産されていることになる。これら20社を除いた平均生産台数は約2.9万台で、これらがローエンドの製品と仮定して、1台200元とすれば、平均年商は580万元となるが、100元台の自転車も多く出回っていること、大半のメーカーが20社を除いた平均生産台数よりもさらに小規模であると考えれば、多くの企業群が年商500万元に満たないということは十分ありうる。したがって、統計が正確ではないことも否定しにくいが、90年代末から2000年代初頭に生産台数の大幅な増加があったことは必ずしも間違いではないと思われる。

　図８から天津の位置付けを確認しておくと、天津の自転車生産量が全国生産量に占める割合は、飛鴿1社の最盛期でさえ十数％であったが、2000年以降、急上昇して約30％を占めるに至っている。統計の整合性の問題があり、数値をそのまま受け入れることは難しいものの、とくに国内供給に至っては、相当部分を2000年以降、天津が占めるようになっていることがうかがわれる。

ではなぜ大幅な増加が起こったのかという点については、次のような仮説が立てられる。

第1に90年代末になって市況が回復したことである。これが参入を誘発したと考えられる。

第2に、利用可能な退職技能者の豊富な蓄積が存在していたことに加え、90年代末のリストラと1999年の飛鴿の再編で組み立てワーカー、技能者が一挙に放出されたことである。天津の民間自転車メーカー経営者・幹部の80％が元飛鴿集団関係であるということは、この時期の完成車メーカー・部品メーカーの急増と飛鴿のリストラ・再編とが無関係であるとは考えにくい（まさに資本の原始的蓄積）。

第3に、輸出増加と産地の北上である（コスト優位性と集積、集積がさらに進出を呼ぶ＝労働力は域外から。部品の南方からの調達と国内外OEM）。90年代末から日本（北東アジア）への輸出基地として天津が位置付けられ始めているのである（図8、表3）。
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８．業種協会の役割－販路・情報・技術

上記の3点に加えて次の点も、天津における自転車生産急増の一要素であると考えられる。すなわち、展示会への参加が市場の回復と生産能力の形成とを結びつけたことである。一度は衰退したかに思われた天津の自転車産業が、従前の「飛鴿」1社体制から面貌を一新して、再びそのプレゼンスを内外に示したのが、2000年春の上海自転車展示会であったといわれている（協会がいつから展示会参加の旗振りを行なっていたのかは不明）。展示会への参加は天津自転車協会が団を組んで行なったもので、域内には計画経済期に国有部門に形成された技術的原始的蓄積（物的・人的）をもとに、その再編で非常に大きな供給能力が形成され、調達先や販売先のルートが展示会参加によってより大きく開かれたという仮説が立てられる。

2001年からは自ら展示会を主催することで、いっそう天津のメーカーの参加を促進し、天津のメーカーの情報発信と情報収集を容易にした。その他にも、さまざまな情報収集活動、PR活動を行っており、工業団地の整備・運営への助言自転車協会のもつ「中間組織」としての役割は非常に大きかったといえる。
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９．集積の展開

天津の自転車産業の集積は、天津において形成された技術的資源、人的資源から形成され、天津に蓄積された資源に依存したものであった。多品種変量生産への即応可能な企業間関係がそこに形成された。天津で一通り部品が揃い自転車の量産が可能であるということを基盤として、天津の集積は進化を続けている。

天津の部品メーカーや完成車メーカーの集積や、中国北方ならびに北東アジア市場に注目した域外資本が天津に進出し、出稼ぎワーカーを用いて生産を行なうようになっている。域外からの有力なメーカーの進出は、調達取引を通じて、天津地域の品質水準の向上をもたらし、さらに完成車メーカーの進出を誘発すると同時に、完成車メーカーの進出は部品メーカーの進出も呼ぶことになる。企業間競争と域外有力メーカーの進出、取引関係を通じた品質水準向上が、うまく展開されることで、域内で生産される品質レベル全体の工場が展望されるようになる。

ただし、現状では、ミドルからハイエンドの製品の生産の基幹パーツ（フリーホイール、ハブその他）には、一部天津地場メーカー以外の部品が用いられており、ハイエンドにいくほど天津地場の調達率は低下する傾向がある。国内市場向けに上海のメーカーなどからOEM生産を受注している一方で、輸出用製品の部品には南方の台湾系メーカーから部品調達を行なっており、現状での天津の競争力はコストにあるといってよい。

企業間競争の基礎の上に、北東アジア市場・国内北方市場へのアクセス、工業団地（産業園区）の整備・土地供給余力などの条件や展示会開催、常設市場開設などの方策により、有力企業を誘致することと、既存の地場メーカーのレベルアップとをどう結び付けていくのかが、天津自転車産業の課題となっている。求められているのは、いずれの企業も最高水準の品質で競い合うということでは必ずしもなく、様々な価格帯で、図７に示したような「品質・デザイン／価格」（値打ち感）のある多様な生産を行なっていくことであろう。

おわりに

今回の調査を通じて、天津における自転車産業の構造変化と発展は以下の諸要素から成っていることが確認された。
第1に、公有制部門に蓄積された蓄積（技術的原蓄）が、民間に移転されて民活によって再生利用されるという内発的発展、第2に外部の需要を運び込んできた自転車業種協会の作用（同協会主導の展示会参加と同協会による展示会の主催）、第3に国際分業の発展、そして第4に外資の進出による産地のレベルアップ――である。これらの4要素は次のように連関している。すなわち第1要素（基本的に天津において必要な部品を一通り揃えて自転車生産を行なえること）を最も重要な基礎とし、そのうえに第2要素（需要搬入）が機能し、第3要素によって第2要素がより大きな意味をもち、第4要素は第1～3要素のうえに起こり、取引関係と競争を通じて産業集積をレベルアップさせる効果をもつ。
ただし、産地の構成要素としては、天津以外の国内から天津に進出してきた資本についても注目すべきであろう。市場経済の理念的モデルでは、カネ・モノ・ヒトが需給関係にもとづき空間的に自由に移動する。しかし、中国の計画経済時代には需給関係による空間的移動はいずれも厳しく制限されてきた。改革開放以後、需給関係にもとづくモノ、そしてヒトの移動が徐々に拡大してきたが、最後まで遅れてきたのは、カネの自由な空間的移動である。今回の調査では、（上記の集積の発展と関連して）、外資だけでなく、国内域外資本の天津への資本投下（天津からみた「資本移入」）の事例に出会った。天津の各レベルの地方政府も域外資本の流入を歓迎している。投入財、人的資本の域外調達も一般化しており、北方地域の天津において、ヒト・モノ・カネの需給関係にもとづく空間的移動が実現している。これは南方で先行した市場経済化が北上してきたことを示しており、計画から市場への移行の空間的進展を読み取ることができる。

天津への資本移入を可能にしたのは産業集積がもたらす利益であり、その利益がさらに域外から資本を呼び込むことになる。従前の域内資本（＋外資）と労働力に依存した地域の再生産構造が、国内他地域のカネ、ヒトを広域にとりこんだそれ（そしてモノ）へと変化している。すなわち集積の基盤が、ヒトと土地との紐帯から、集積の利益そのものに変化しているのである。地域の政策的課題は、この方向をいかに持続させていくかがという点にある。

                                                         　　　        以上

� 今回は他の研究グループ（渡辺幸男慶應義塾大学教授、港徹雄青山学院大学教授、濱田康行北海道大学教授、弘中史子滋賀大学助教授）との合同調査の形をとった。


� 聞き取り・参観先は以下のとおりである。天津市経済委員会中小企業処、天津市自行車行業協会、天津泰美車業有限公司、天津市武清区王慶坨鎮経済発展総公司、奥聖車業、奥飛亜有限公司、康威工貿公司、欧宝路、天津飛鴿自行車有限公司、天津天任車料有限公司、天津富士達自行車有限公司。多忙のなかご対応くださった関係各位に深謝申し上げる。


� 2004年9月25日のOR研究会において、主査の小口登良先生、黒瀬直宏先生、大西勝明先生、溝田誠吾先生、大橋英夫先生、張浩川先生ほかのメンバーの方々から有益なコメントを多数賜りました。記して御礼申し上げます。なお残る未熟な点、誤りの責は全て筆者に帰するものであります。


� 天津市自転車業種協会秘書処編（2003）『美麗的天津城――伝頌着自行車業的一個伝奇故事』p.6


� 南開大学谷雲副教授のご教示による。「天津地名考：工業揺籃――三条石」（� HYPERLINK "http://www.sina.com" ��http://www.sina.com�.　cn/c/2004-03-29/22443074231.shtml）参照。


� 天津市自転車業種協会秘書処編（2003）pp.6-7


� 建国以後の技術開発については、天津市自転車業種協会秘書処編（2003）pp.44-50参照。


� 天津市自転車業種協会秘書処編（2003）pp.7-8


� 部品調達の動きはこれに先行していたものと考えられ、完成車輸出地域の変動以前に自転車の生産構造は変化を始めていたはずである。泰美車業での聞き取りによれば、20年前まで日本が産地で、18～15年くらい前になると台湾の部品を買って日本で組み立てるようになり、92年の鄧小平の南巡講話を契機に台湾資本が深圳に進出して深圳の龍華鎮に自転車村ができ、続いて産地は上海周辺に移ったという。そして5年くらい前から生産拠点が天津に北上してきているという。


� とくに注釈のない記述は天津市自転車業種協会秘書処編（2003）pp.128-129による。


� 『天津経済年鑑』各年版による。


� 「衰落的自行車王国」全景網絡http://www.p5w.net/docs/stimes/week/200203150716.html


� Siquan Xie， Jiuli Huang， Desheng Wu， Zhigang Wang＆ Satoshi Kai，“ The Governance Structure of Transactions in Enterprise Clusters : the Case of Bicycle Industry in China Rural，” p.1


� 「低質低価引発“天津現象”信誉危機迫使做強」華鼎財経網信息中心http://www.chinahd.com/news/china/2002-5/165238.htm


� 温州市瑞安・場橋のセーター産業と並び、解体した産業集積の事例として興味深い。


� Xie， Huang， Wu， Wang＆ Kai.p.1、謝思全「郷鎮企業集群的交易治理結構分析－以王慶坨自行車企業集群為例」『南開学報（哲社版）』2004年1期、p.119


� ie， Huang， Wu， Wang＆ Kai p.1


� 「低質低価引発“天津現象”信誉危機迫使做強」華鼎財経網信息中心http://www.chinahd。com/news/china/2002-5/165238.htm


� Xie， Huang， Wu， Wang＆ Kai,、p.7


� Xie， Huang， Wu， Wang＆ Kai、p.2


� 「低質低価引発“天津現象”信誉危機迫使做強」華鼎財経網信息中心http://www.chinahd.com/news/china/2002-5/165238.htm


� Xie， Huang， Wu， Wang＆ Kai,p.6


� Xie， Huang， Wu， Wang＆ Kai,p.1
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